
前回の振り返り（料⾦改定の必要性）
下水道事業収支の現状について

（現状）
・使⽤料の対象となる経費に対し使⽤料収⼊は約65％となっているが、処理区域⼈
⼝の減少により、使⽤料収⼊の減少が⾒込まれる。

・維持管理費は、エネルギー価格や資機材費等の⾼騰により上昇している。
・料⾦収⼊で賄いきれない経費は、町の⼀般会計からの繰⼊⾦で補っている。

資料3

（課題）
・処理区域内⼈⼝の減少や維持管理費の増加に対応するために、収益確保の検討が
必要。

・使⽤料単価が150円/ｍ3以上かつ経費回収率80％以上でなければ、国の交付⾦が
減額され⽼朽化した施設の更新に支障をきたす。

下水道施設の現状について
（現状）
・15年後には、5割以上の施設が耐⽤年数を超過し、更新が必要となり地震等の
自然災害に対応した施設が求められる。

（課題）
・施設の修繕や更新の必要性が増し、どのように財源を確保するかが課題となる。


